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中国における企業改革 と従業員意識
一 特に労働制度改革との関連か ら

松 戸 武 彦*

～

IndustriolReformandWorker'sConsciousnessinContemporaryChina

TakehikoMATSUDO

要

中国の企業改革は実質的起点をかりに1980年 代初頭にとると、すでに15年 を越える年月がすぎた。

その間いくつかの制度改革等が試行されてきた。本論文ではこうした、改革に起因すると考えられる、

中国社会の構造変動を国有企業の従業員意識と関連づけて分析 した。問題意識としては、国有企業従

業員の中に意見態度等に関する分化が見られるかどうかに焦点をおいた。調査は、大連、北京、温州、

灘 川の7つ の国有企業の従業員に対 してなされた。本論文は、そのうちの次の項 目に関する分析結果

の報告である。まず、企業改革のいくっかの具体的に対する年齢、および政治的立場からのクロス分

析をした。その結果、年齢、政治的立場ともに、従業員意識のいくっかの分化が見 られた。また、改

革の目的そのものに対する観点でも相違が見られた。

次に仕事満足度からの分析がなされ、ここでは、企業別、学歴別の規定要因の重要性が考察された。

1.問 題設定

中国における経済改革の実質的起点をか りに1980年 代の初頭に置 くと、そこからすでに15年

を越える歳月が流れたことになる。その間、中国のみならず、社会主義諸国はおしなべて、体

制の生き残 りをかけ、政治的、経済的改革を施行 した。そ して、若干の例外を除いて、その結

果は 「社会主義の終焉」 という事態が現出しただけであった。 しか しその中で、中国経済だけ

は東欧諸国と異なり社会主義体制を保持 したままで、活性化にも成功 しているかに見える。こ

の点で中国経済やその背後にある社会のあり方がベ トナムや ミャンマーといった国々の強い関

心を引いているのも当然であり、その実質的発展モデルとなっていることもうなずけるもので

ある。

いま、その 「成功」の要因をどこに帰さしめるかは、おくとして、その活性化の結果中国社

会が基底的な構造変動を起こしていることは、沿海部への数日の滞在で感知するに十分である。

殊に上海、広州等の南部沿海地区の諸都市のここ数年における、繁栄と混沌は想像を越えるも
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のがある。

そ して、このような基底的構造変動はその社会の成員の意識のあり方に決定的な変化をもた

らしている、と言う仮説は吟味するに十分値する。'U

中国社会に限らず社会主義社会は、次のような暗黙の社会的合意の上に成り立 っている社会

である。っまり、労働者 ・農民の社会的利益は基本的に一致 しており、その階層化や階層によ

る社会的態度の相違は、無視することができるほど小さい、というものである。この一枚岩的

団結力、連帯感に対する確信が社会主義社会における社会的統合の根底にあり、この社会の日

常的支持調達の仕方や秩序感の形成方法に決定的な方向性を与えていたことは、確かである。

近年の中国社会の構造変動はこのような暗黙の了解に対 してどのような意味を持つのだろう

か。本研究の目的も最も基本的なところでこの問いを共有する。この場合問いは二つの系列を

持っと考えられ る。っまり、一っは、改革 ・開放政策は、それを一っの社会的インプ ットとす

ると、人々のどのような行動様式、あるいは人々の意識のどのようなあり方をアウ トプットと

して打ち出してきているのか、という問いである。もう一っは、そのような改革 ・開放政策は、

具体化、日常化するなかで どのような社会的解釈をうけ、 日常の論理の中にどのように滲み込

んでいっているか、という問いである。本論文は特に前者にっいて考えることに重点がある。

本研究の要因の仮説的基本構成は、次のように考えている1)。

!
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労使関係に関する意識
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このような基本構成の下、本研究では特に、企業改革への態度が人 々の間で分化 しているか

に中心をおいて、検討をすすめることにする。

なお、分析に入る前に調査およびデータの概観を以下に示 しておく。

調査は2っ の部分にわかれており、一っは1995年6月 上旬に中国社会科学院、中国工運学院、

および関係各方面の協力の下、大連、北京、温州、深班の7つ の国有企業で質問紙配布のかた

ちで行われた。(企 業はA、B1、B2、C、D、E、F、Gと なっているが、B1とB2は

同0企 業の異なる単位である。)1400配 付 し、有効回答は1236で 有効回答率は88.3%で ある。

A企 業は1993年 現在で11829名 の従業員規模(そ の内女子3711名)、 石油化学工業である。
へ

B企 業は1995年 現在で46268名(女 子20116名)石 油化学工業

C企 業は1026名(女 子280名)発 電

D企 業は4000名 程度の集団企業(ガ ラス材料灯具など)

E企 業は659名(女 子267)投 資開発、

F企 業は中小規模の電子部品を中心とした工業

G企 業は2500名(女 子342名)の 建設業 ・デ ィベロッパーである。

いま一っは、上記企業に対する聴取調査である。A、B企 業にっいては1995年7月 の終わりか

ら8月 のはじめにかけて行った。その他の企業にっいては1995年 の年末に行う予定である。

表1

性別

男

女

頻度

726

489

Percent

59.8

40.2

Validcases 1215

Total1215

Missingcases

100.0

21

表2

政治的立場

共青団

党員

民主諸党派

無党派

頻度

406

317

4

405

Percent

35.9

28.0

.4

35.8

Validcases 1132

Total1132

Missingcases

100.0

104
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表3

婚姻状況

婚

婚

別

婚

未

既

死

離

Validcases 1222

頻 度

321

878

10

13

Percent

26.3

71.8

.8

1.1

Total1222

Missingcases

100.0

14

表4

年齢

20代 以下

30代

40代

50代 以上

頻 度

496

387

242

96

Percent

40.6

31.7

19.8

7.9

Validcases 1221

Total1221

Missingcases

100.0

15

表5

学歴

中学以下

高校 ・職業校

大専(高 専 ・短大)

大学以上

Validcases 1224

頻 度

294

625

163

142

Percent

24.0

51.1

13.3

11.6

Total1224

Missingcases

100.0

12
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表6

企業名

大連A(石 油化学)

北京B1(石 化 絨毯)

北京B2(石 油 化学)

温 州C(発 電)

温 州D(集 団企業)

深川E(投 資開発)

深f)ｺ(F(電 子部品)

深fli(G(建 設)

頻 度

299

201

303

197

68

72

57

39

Percent

24.2

16.3

24.5

15.9

5.5

5.8

4.6

3.2

Total 1236 100.0

B1とB2の 企 業 は 企 業 と し て は 同 一(単 位 が 相 違 す る 。)。

Validcases1236MissingcasesO

以下の論考は、おもに質問紙調査の結果にっいてのものである。

2.企 業改革の具体相に対する各種属性のクロス

中国の企業改革を考える場合、いくっかの視点が考えられる。ここでは、まず大きく、企業

の自主権を拡大 していくなかで、財務や組織などを中心とした 「企業構造の改革」とそれに対

応 した 「労働制度改革」にわけ、とくに従業員の意識調査というこの調査の特徴か らして、後

者 「労働制度改革」に対する従業員の意識の諸相を中心に考えてみる。

まず、 「契約工制度の導入」、 「集団契約の導入」、 「分配ではなく企業の自主的な従業員

の採用制度(雇 用制度)の 導入」の3点 と年齢とのクロスをとってみた。この3点 は、最近の

労働法の制定に関 しても焦点をなす事象である。ただ し、 「契約工制度」はすでに、1995年1

月施行の労働法により、1995年 末までに全ての企業への導入が決まっていて、きわめて身近な

問題である。また、 「集団契約の導入」にっいても労働法上、また実際上それが奨励されてい

るが、従業員個人の問題か らは少 し遠い問題である。 しか し、 「自主雇用制度」は、いくっか

の聴 き取りによって、企業の対応が違 っており、社会現象としては、労働市場(人 材市場)の

成立により、話題になるものであるが、従業員個人か らみればこの言葉は耳慣れない言葉であ

る。結果は表7か ら表10ま でに示 した。
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年 齢

表7年 齢と集団契約の導入のクロス

集団契約の導入

賛 成 反 対 よく知らない 十二一面

20代 以下

30代

40代

50代 以 上

132

27.6

118

31.6

70

30.3

38

42.2

Q
O

O

4

・
9

Q
U

-
⊥

9
自

・
6

9
白

∩∠

-
⊥

・
5

4

44

303

63.4

233

62.3

149

64.5

48

53.3

874

473

132

09

十ニゴロ

年 齢

35882733

30.57.062.5

x2(df=6)=11.94(Pr<0.10)

表8年 齢 と契 約 工 導 入 の ク ロス

契 約 工 の 導 入

賛 成 や讃 成 ξ㌘ 雲 やや反対 反 対

1173

100.0

十ニニロ

20代 以下

30代

40代

50代 以上

111

23.0

92

24.4

36

15.3

17

19.1

135

28.0

93

24.7

71

30.2

33

37.1

202

41.8

165

43.8

102

43.4

21

34.8

0δ

8

∩乙

・
4

4

7
8

1

⊥

・
3

9
臼

4

9
自

・
9

∩
乙

∩
乙
2

9
臼

だ
0

1
⊥

・
2

0
0

バ
4

1
⊥

・
3

」4

7
・

ρ
0

7
8

噌⊥

ρ
0

384

773

532

98

計256332500

21.628.042.2

x2(df=12)=29.75(Pr<0.01)

61

5.2

35

3.0

1184

100.0
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表9年 齢と自主雇用制度導入のクロス

年 齢

自主的雇用制度の導入

賛 成 や讃 成 ξ㌘ 雲 やや反対 反 対 十一言
ロ

20代以下 7
σ

Q
U

り
ρ

・

噌⊥

ρ
02

つ⊥
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-
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・
4
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-
⊥
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3
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30代 4

0
U

8

・
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9
自

-
⊥

0

・

剛
⊥

ワ
8
2

◎
0

9
臼

ρ0

・
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り
0
4

沼4

7
1
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⊥

・
3

4

7
8

1
⊥
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377

40代 8

9
臼

Q
U

・
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ρ
0
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ρ
0

・
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ρO

i
⊥

0

・

昭
⊥

尺
U
4
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ワ
8

1
⊥

・

7

7
8

∩
)
3
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50代以上 7
8

尺
U

囹
■

・
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ρO

Q
)

9
臼

・
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9
臼

0◎

Q
O

・
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7
-
08
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7
8
5
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十二一両 ρ0

『
0

6
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9
召

9
自
2

[0

9
自
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∩
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」
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Q
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0

尺
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・
5

9
召
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4

・
3

1182

100.0

x2'(df=12)=23.24(Pr<0.05)

表10年 齢と企業改革目的のクロス

企業改革の目的*

年 齢 1 2 3 4 5 十二ニロ
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x2(df=12)=28.31(Pr<0.01)

*1… 改革の目的は、企業の管理職や従業員に労働生産性を考慮 し重視させる点にある

2… 改革の目的は、企業に自主権を持たせる点にある

3… 改革の目的は、人員の調整や雇用の道を開く点にある

4… 改革の目的は、能力さえあれば、勤務先の自由な移動を保証する点にある

5… 本物の改革と呼べるようなものは、未だほとんどない
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明 らかに 「契約工制度、自主雇用制度」と 「集団契約」では年齢差がでている。前二者は若

年層の賛成が強 く、 「集団契約」は相対的に高年齢層の賛成が強い。これは、前二者が個人の

自由な就業に対 して、それを実質的に保障する側面を強く持っ制度であり、 「集団契約」はそ

れを拘束する側面を持っ制度と映っていると考えられ る。このことは、若年者は、相対的に自

由な就労を支持 し、高齢層は自由な就労の持っ競争的側面に対 して一定の歯止めの必要を感じ

ている、と要約できよう。

一・般に、労働制度改革は 「単位」のくびきを離れて自由な労働移動、自由な職業選択を保障

する、という側面 とへ企業内の労働編成、労働力活用に関する企業のイニシャティヴを保障す

る側面がある。後者の場合、資本主義社会では`当 然の'こ とである雇用調整もその視野に入っ

ていると言ってよい。そ して、この二側面は資本主義社会のなかでは、`当 然のこととして'

従業員=被 雇用者の行動様式を大枠のところで規制 している社会的事実であり、 「不安と自由」

という、我hの 社会の被雇用者の社会的性格を作 り出す。 したが って、我hの 社会では、至極

当然のこの事象が、いま中国社会では、本格的に、また法制度的に出現 しようとしていると考

えられるのである。そ して、これもまた、我々の社会と同様にこの問題が世代を0つ の軸とし

て展開する可能性のある社会問題として成立することをこの結果は示唆 している。この 「集団

契約」の持っ集団性に企業の 「自主性」への歯止めを見ようとする、中 ・高齢層に対 して、中

国の 「工会」は答えることができるのだろうか。もちろん、市場経済化への進展はどの年齢層

にも基本的に支持されており、とりわけ若年層には強い支持があることは、っけ加えておかな

ければならない。それだけに集団契約に対する高年層の支持は、市場経済化の持っ負の側面へ

の意識化がなされ ざるをえないところまで改革が進展 したことを意味 していよう。これは 「社

会主義」市場経済という言葉のみで解決できる問題ではない。

さらに、このことは、企業改革の目的にっいて聞いた設問への答にも現れている。 「労働生

産性への考慮」が全体 として多いなかで、とくに50代 の人hの 高い支持がこの年齢層の企業に

対する順応性、あるいは誤解を恐れずに言えば愛着を表現 しており、40代 の 「自主権」への相

対的に高い支持は、企業活動全体を見ざるをえないという、企業の支柱となるこの年齢層特有

の観点が反映 していると解釈する。一方若年層は改革が個人に保証する自由への相対的に高い

支持を示 しているとともに、改革の遅速性は彼 らの観点からは改革の不十分さとして映ってい

ることがわかる。

表11政 治的立場と集団契約のクロス

政 治 的立 場

集団契約の導入

賛 成 反 対 よく知 らない 計

共青団

党員

民主諸党派

無党派

113

28.8

122

40.4

=
O

i
⊥

Q
U

・
42

34

8.7

18

6.0

1

33.3

25

6.3

245

62.5

162

53.6

2

66.7

275

69.6

392

302

3

395

計33078

30.27.1

x2(df=6)=28.59(Pr<0.01)
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政治的立場

表12

契約工の導入

賛成 や讃 成 ξ欝 やや反対 反 対 十一言
ロ

共青団

党員

民主諸党派

無党派

95

23.8

75

34.4

2

50.0

79

20.0

112

28.1

105

34.1

82

20.8

164

41.1

102

33.1

202

51.1

19

4.8

18

5.8

1

25.0

20

5.1

8

2.3

8

2.6

1

25.0

12

3.0

399

308

4

395

計2512994685830

22.727.042.35.22.7

x2(df=12)=42.28(Pr<0.01)

表13

自主 的 雇 用 制 度 の 導 入

政治的蝪 賛 成 や讃 成 ξ㌘ 雲 やや反対 反 対

1106

100.0

十ニゴ
ロ

共青団

党員

民主諸党派

無党派

98

24.6

74

24.2

2

50.0

85

21.4

135

33.9

97

31.7

1

25.0

90

22.6

135

33.9

101

33.0

198

49.7

18

4.5

21

6.9

15

3.8

12

3.0

13

4.2

1

25.0

10

2.5

ζ

398

306

4

398

計259323434

23.429.239.2

x2(df=12)=41.80(Pr<0.01)
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政治的立場 1

表14

企業改革の目的*

2 3 4 5 十二二口

共青団

党員

民主諸党派
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x2(df=12)=15.88(Pr<0.20)

*1… 改革の目的は、企業の管理職や従業員に労働生産性を考慮し重視させる点にある

2… 改革の目的は、企業に自主権を持たせる点にある

3… 改革の目的は、人員の調整や雇用の道を開く点にある

4… 改革の目的は、能力さえあれば、勤務先の自由な移動を保証する点にある

5… 本物の改革と呼べるようなものは、未だほとんどない

さらにこのことを党員かどうかという、一一種の政治的立場からも考えてみた。表11か ら表14

までがその結果である。まず、全体にっいて言えることで、無党派層は、 「よくわからない」、

「どちらとも言えない」に対 して、他の人hよ りも高い反応を示 している。 これ自体が無党派

の無党派である所以であると言えばそれまでだが、無党派層が共青団や党員と比べて一般の人々

の意見を代表 しているという仮定が正 しいとすれば、これら新 しい労働制度に対する戸惑い、

不安を表 していると見てよい。 したが って、これ ら制度の強引な導入は、かならず しも広範な

社会的合意をえられないかも知れない。 「契約工制度」の導入については、すでに種種の地域

で試行がここ数年(長 い地域では10年 におよぶ)の 間行われてきている。それ故、この結果は、

改革に関する新 しい制度の導入の社会的困難性を しめ している。(と はいえ、このことで 「中

国は試行を連発 し、時間をかけるという、」かなりうまいや り方を したと考える。)あ るいは

また、別の解釈として改革の諸制度が どの分野でも一応かたちを明らかに しっっある中で、そ

れ らが持っ負の側面に対する具体的な認知が社会的に出てきているとも考えられる。いずれに

せよ、この不安感、戸惑いは、これからの中国社会の変動に一定の影響を与え続けることはま

ちがいない。
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さらに、 「集団契約」、 「改革の目的」の設問に対 して共青団と無党派層が同 じような振る

舞いをみせており、党員層とは異なっていることがわかる。これに対 し、 「契約工」、 「自主

雇用制度」にっいては、共青団と党員が似た振る舞いを示 し、無党派層とは一線を画 している

ように見える。っまり、問題別に立場間の意見の共通性が異なった様相を示 しているのである。

これは、ある社会問題に対 して、0律 の反対、.一律の賛成が難 しくなったことを示すだけでな

く、反対、賛成の線がいっでも同 じところにあるわけではなく、問題に対する社会的認知度、

社会的合意度、問題の新規性などによって異なった位置に線が引かれる可能性があることを示

している。それだけに行政当局の対応の難 しさは増 したと言える。

これ ら労働制度の改革が、従業員の自由な労働移動、自由な職業選択を保障するという側面

と企業側に労働力の`合 理的な'配 置や最終的には、雇用調整にまで踏み込めるという側面を

共存させていることは前述した。それで、次に特にこの後者の側面にしぼ って検討を続ける。

ここでは、以下の二つの設問に対する反応が検討される。っまり、 「経営状況がよくないと言

う理由で奨励金を削減す る」という方策に対する賛否を問う設問、および 「余剰人員問題を処

理する上で人員削減を支持す るか」という設問である。まず、驚くことは 「奨励金の削減」が

「人員の削減」に比べて、反対の率が高いことである。(表15か ら表18参 照)こ のことは、19

90年 に天津2)で行った調査でも同様の結果が出ている。

表15

奨励金の削減
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年 齢

表16

余剰人員の整理

1.02.03.0 4.0 Total

20代 以下

30代

40代

50代 以 上

2.00

3.00

4.00

5.00

129

26.9

83

22.1

37

1.5.9

19

21.3

166

34.7

109

29.0

65

27.9

26

29.2

132

27.6

143

・,
・
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29

32.6

52
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41
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32
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376
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1.賛 成2.や や 賛 成

Chi‐Square

268366403140

22.831.134.211.9

3.あ ま り賛 成 しな い4.反 対

ValueDF

27.791779

表17

奨 励 金 の 削 減

1.02.03.04.0

1177

100.0

Significance
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政 治的 立 場

.00103
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17.95923

447299

40.827.3

4.反 対
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9

ジ1096
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Significance

Pearson .03565
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表18

余剰人員の整理

政治的立場 1.0 2.0 3.0
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この結果に対 しては、当面3つ の解釈が考えられる。1っ は、中国の企業従業員の連帯性に

関するものであり、たぶん彼 らの労働者化の程度、あるいは労働者文化 ・世界のあり方の点か

らのものである。っまり、余剰人員対策という焦眉の問題に対 しては、 「仲間」の多少の犠牲

は しかたない、というものである。2っ 目は、人員削減というきわめてハー ドな施策に対する

リア リティの観点か らの解釈である。現時点の中国社会の`社 会主義性'か ら見て、人員削減

の リア リティはきわめて少ないという解釈である。 したが って、政策として出て くる人員削減

に対 してはとりあえず反対はしないという態度である。3っ 目は、人員削減に伴う保障措置の

点からの解釈である。っまり、少なくない国有企業でみ られる人員削減方法は、基本給と医療

と住宅は保障 し、外で働 くことを奨励するものである。これでは、人員削減に伴う痛みは少な

いのは当然である。中国経済の量的拡大の下での経済活性化の中では、いまのところこうした

方策は可能 とされている。

以上3つ の解釈のうちい くっかの聴取調査から3番 目の解釈の妥当性が大きいとここでは考

えている。 しかし、次のような留保は付けておくべきである。っまり、表15か ら表18に 見 られ

るようにここでも年齢、政治的立場によって賛否の割合が相違 している点である。年齢が上が

るにっれ奨励金削減に賛成の度合いが増 し、逆に人員削減に対する反対の度合いが増すことが

わかる。中 ・高年齢層にとって奨励金程度ならいいが、人員削減は困る、という至極当然な態

度に一定のリアリティを持っ段階にきていると考えてよいだろう。また、政治的立場とのクロ

スでは、この2つ の設問に対 して共青団が、党員 ・無党派とは異なった振る舞いを見せている。

共青団の成員が若年層であることが、このことの大きな原因であることは明かであるが、同時

にこのことは、体制に比較的近い人hの 間にも改革、特に労働者の犠牲が一定の程度で想定さ
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れる事態に対する態度に相違が見られ ることが重要である。ある程度の犠牲は仕方がない、と

する人々と犠牲は最小限に、という人々が体制に比較的近い人々の中にも共存するということ

は見逃 しにできないことである。

3.仕 事満足度に関する検討

次に、現にある企業社会に対する、ある程度の包括的な指標として仕事満足度を取 り上げ、

現状への満足が どのような要素によって規定されているか見ていくことにする。前章との関連

で言えば、意見、態度の分化が見逃 しにできない程度発生しっっある社会の中で、そのような

分化の程度を決めている代表的な要素を考えるというものである。

表19仕 事満足感の分散分析結果

変 数 名 平均平方和 F値(df)

年 齢 1.08 1.02(3)

学 歴 5.75 5.43(3)*

性 別 1.91 1.80(1)

政 治 的 立 場 1.18 1.11(2)

婚 姻 上 の 地 位 0.26 0.25(1)

現 職 1.38 1.30(6)

役 職 0.26 0.25(5)

企 業 3.96 3.74(7)*

*は 、1%水 準 で 有 意 。

R2=0.112、F値=4.10(Pr:0.0001)

表19は 仕事満足感に対 して影響を与えるだろうと思われる要素を抜き出 し、GLMの タイプ

3に かけてみたものである。 この結果、学歴と企業別が規定要因として上がってくることがわ

かる。

そこで、企業別に仕事満足度を表 したものが図2で ある。まず、一見 して気付 くことは、大

型の、それも産業基盤がは っきりした企業で仕事満足度が低いことが挙げ られる。確かに、

「大連 ・北京」対 「温州 ・深別」という地域差での相違と見られるかも知れないが、温州C企

業を見ると企業の要因が強いと思われる。そ して、注 目すべきことは、総体として大型の伝統

的な国有企業での仕事満足度が低いということである。これは、図3を 参照すると一見賃金水

準の問題に還元できるように見える。 しか し、ここでも温州C企 業、温州D企 業を見るとそれ

だけでは説明できないようである。む しろ伝統的な、大型国有企業の持っ一定の特質がこの結

果を生んでいると見た方がよい。む しろ、推定に過ぎないが、労働の移動性、各種の職務にっ
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くチャンス、昇進可能性、あるいは囲い込み型単位の性質 などが、この結果の背景にあると考

えた方がよいだろう。

また、いま・一つの、規定要因である学歴にっいては0般 に次の推論が成り立っ。っまり、学

歴の高い人hは 、一般に仕事に対 しても高い欲求水準を持ち、結果として仕事満足度が低 くな

る。特に大専という初期の高等教育を出た人はこの欲求水準とそれに見合う仕事、および仕事

の対価が得 られにくく、そのことが満足度を下げていると考えられる。社会主義社会特有の平

等主義の影響もここに役割をはたしていよう。っまり、このような社会では、賃金の差をでき

るだけ少なくする傾向があるために、こういう現象が起 こるのだと。(賃 金の差は少ないが、

実質的な社会的距離は非常に大きい。たとえば、金で買えないものに対するアクセスの程度。)

しか し、学歴別賃金を見ると、必ず しも賃金の差は小さくないように見える。 したが って、

上述のような推論は妥当せず、学歴別の仕事満足度は賃金の関数 と言うよりも他の要因が効い

ていると考えるか、次のように考えるかである。っまり、経済の加熱によって、インフレが強

まり、この程度の差は 「妥当な差」ではないと感 じられているかである。
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4.結 び

以上のような初期的ではあるが重要な論点を含む検討をしてきたが、やはり、改革 ・開放政

策、あるいはその系としての経済改革、企業改革は中国国有企業従業員の中に社会意識におけ

る一定の分化 ・層化をもた らしていると考えてよいだろう。 このことの意味は、必ず しも即、

社会主義主義社会の原理と抵触するわけではないが、いくっかの新 しい社会問題の発生がある

かもしれ ない。 しかもその発生は従来の方策による解決とは別のものを要求するかも知れず、

解決への準備の段階が必要となるかも知れない。

1995年 に入って、従来か ら試行 してきた各種の制度、法令が本格的に施行されることになっ

ている。しか し、この施行にはより慎重な取扱いが必要とされ ることをこの調査結果は示 して

いる。
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註

1.ラ イフスタイル要因をどのように選んだかは、プロジェク トチームの成員の関心によった。

2.cf.松 戸武彦 「中国企業労働者の意識構造 所属企業(工 作単位)の 社会的意味付けをめ ぐっ

て」 『中国研究月報』515号1991年1月 中国研究所PP.12-15

3.5件 法で値が大きいほど高い。

本論文は1995年 度奈良大学社会学部プロジェク トの成果の一部である。

Summary

Ittook15yearsfromthebeginningofindustrialreforminChina.Duringtheseyears

Chinesegovermenttriedtomakealotofinstitutionalreforms.

Thisarticlehastheaimtoanalizetherelationsbetweenworkes'consciousnessandsocialin

China.OursurveyismadeinDalian.Beijing,Wenzhou,Shenzhen.Thisarticlehassome

crosstabulations.Andthoseindicatethediffereciationsinworkersofgovernmmentbacked

industries.

Asforsatisfactionfortheirownwork.Industryandschoolhistryareimportantvariables

tocomparesomeothervariables.


